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    市立病院建設基本計画見直し骨子 

 

基本計画の概要 

項 目 主な内容 

１ 松本医療圏の需要 

予測と医療供給体制 

⑴  需要予測 

・ 市立病院の想定する診療圏（松本西部地域）全体では、松

本医療圏全体よりも人口減少と少子高齢化の進ちょくが早

い。 

・ 周産期医療と急性期医療の需要は、低下する。 

・ 疾病構造は大きく変化し、高齢化に伴い、認知症、フレイ 

ル、サルコペニア、糖尿病などの生活習慣病、うつ病など精 

神・神経疾患、心不全、骨格系疾患、聴覚・視覚障害、口腔 

疾患は増加する。 

・ 新型コロナウイルス感染症など、パンデミックな新興・再 

 興感染症が流行する可能性がある。 

⑵ 医療供給体制 

・ 市立病院は、市街地から離れた中山間地域に位置し、医療

資源が乏しい地域にあるため、各種疾患に対応する必要があ

る。 

・  松本医療圏内の医療機関と役割分担及び連携を強化する。 

 

２ 地域における役割 ・ 今後、複数疾患を抱える高齢患者の増加が見込まれるので、 

 全人的全人生医療の提供を行えるよう、体制を整備する。 

・ 松本西部地域の基幹病院としての役割を果たす。 

・ 地域密着型の在宅療養支援病院として、西部地域の地域包括

ケアシステムの一翼を担う。 

・ 松本広域圏唯一の公立病院として、周産期医療、小児医療、 

へき地医療、感染症医療、救急医療などの政策医療を担う。 

・ 認知機能の予防も含めた全市的なフレイル予防センターとし 

ての機能を新病院の特色として据える。 
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項 目 主な内容 

３ 診療機能 

⑴  一般診療 

ア 診療について 

・ 急性期病床数を削減する。 

・ 放射線科は廃止し、産婦人科は縮小するが、その他の診療

科については継続する。 

※ 放射線科は、これまでも常勤医師の配置はなく、放射線治療等

を行ってきていないため、標榜科から外すもの。ＣＴやＭＲＩ等

の画像診断(読影)は、今までどおり継続 

 ＜現在の標榜科＞ 

  内科、小児科、外科、整形外科、産科、婦人科、 

  脳神経外科、泌尿器科、麻酔科、眼科、耳鼻咽喉科、 

  皮膚科、リハビリテーション科、循環器内科、消化器内科、 

  人工透析内科、糖尿病内科、内分泌内科、呼吸器内科、 

  乳腺外科、肛門外科、消化器外科、形成外科、 

  ペインクリニック整形外科、救急総合診療科、 

  歯科口腔外科（※ 放射線科は除く） 

・ 非常勤医師による外来診療を整理・縮小する。 

・ フレイル予防センター設置を視野に入れ、フレイル外来を

開設する。 

・ 内科疾患を総合的に診ることができる医師の育成を目指す。 

イ がん診療について 

・ 胃がん、大腸がん、前立腺がん、乳がん、婦人科がん等に 

ついては、標準的がん治療を継続して行う。 

・ 集学的ながん治療は、地域がん診療連携拠点病院が担当す 

ることとし、治療終了後の回復期のケア、予防医療の役割を 

担う。 

⑵  地域連携、在宅

医療支援、へき地・

中山間地医療支援 

・ 周辺市町村（塩尻市、安曇野市、山形村、朝日村等）と連携し 

て地域医療体制を整える。 

・ 中山間地域の市立診療所を病院局の管轄にするとともに、 

ネットワーク化し、へき地・中山間地医療を展開・支援する。 

・ 開業医、診療所医師の役割を尊重しつつ連携を図り、かかり 

つけ医の行う在宅医療を支援・推進する。 

・ 情報通信技術（ＩＣＴ）を含め、医療資源の効率的活用を図 

る。 

・ 訪問診療、訪問看護、訪問リハビリテーションの整備・充実を 

図る。 
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項 目 主な内容 

⑶  周産期医療・小

児医療 

・ 西部地域における周産期医療・小児医療は、政策医療として 

継続する。 

・ 周産期用病床を６～１０床程度整備する。 

・ 個室化やアメニティーの充実を図り、利用者の利便性に配慮 

し、療養環境の質を高める。 

・ 働き方改革を進めながら、良質な産科医療を圏域全体で維持 

できることを目標とし、将来の集約化を見据え、圏域内の他の

病院と協議する。 

 

⑷  高齢者医療 ・ 市立病院を中心としたフレイル診療のネットワークを構築

し、認知機能の予防も含めた全市的なフレイル予防センターと

しての機能を新病院の特色として据える。 

 

⑸  感染症医療 ・ 松本医療圏の感染症指定医療機関として感染症医療の中核的 

 な役割を果たす。 

・ 感染症病床６床を維持し、流行状況に応じ、３０床程度の増 

床に対応可能な構造とする。 

・ 感染症病床６床と、流行時に増床する３０床程度を陰圧室と 

して整備する。 

・ 患者や職員の動線確保や、個室を基本とした設計により、感 

染症に強い病院構造とする。 

 

⑹  救急医療 ・ 二次救急固定輪番制の一翼を担う病院として、救急医療の地 

 域格差が生じないよう、今後も継続して役割を果たす。 

 

⑺  災害医療 ・ 災害拠点病院との連携の下、松本広域圏におけるトリアージ 

の際の黄タグ（緊急の治療を要しない優先度第２順位の傷病程 

度のもの）対応病院として、病院規模に応じた役割を担う。 

 

⑻  予防医療・健診 ・ 地域住民の健康維持のために、健診機能を維持する。 

・ 各種疾患の早期発見に寄与するため、人間ドックを行う。 

・ 生活習慣病予防・啓発活動を行う。 

 

⑼  障がい者医療 ・ 重度心身障がい児・者に対する医療は、地域全体で検討すべ 

き課題と考える。 
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項 目 主な内容 

⑽  終末期医療 ・ 人生の最終段階を家族と過ごせる機能を備える。 

・ 疼痛管理と心的ケアを十分行う。 

・ 終末期における在宅医療の充実を図る。 

 

４ 教育研修 ・ 総合診療を中心とした研修病院、へき地医療の研修の場とし 

て、医学生や初期研修医の受入れを継続する。 

・ フレイル診療地域ネットワークが構築された時は、研修項目 

に含める。 

 

５ 病院の規模・構造 

 

⑴  病床数等 

・ 病床数は、将来を見据えた医療需要・診療機能・財政予測に

基づき、一般病床１７４床と感染症病床６床を合わせて、  

１８０床とする(現病床数より９．５％ダウンサイジング)。 

・ 一般病床（１７４床）の稼働率の目標を９５％とする。 

・ 個室割合を全病床の５０％（有料個室割合を全病床の３０％ 

弱）とする。 

・ 急性期病棟を２病棟(看護体制７対１⇒１０対１、夜勤４人 

体制⇒３人体制)、回復リハビリテーション病棟を１病棟、包

括ケア病棟を１病棟の構成とする。 

⑵ 建築規模(概算)  

 ・ 敷地面積 １１,８００㎡程度 

 ・ 建物階数 ４階 

 ・ 延床面積 １５，０００㎡程度 

 ・ 建築面積  ３，８００㎡程度 

 ・ 総事業費 ７９．１億円程度 

    （太陽光発電、免震構造の約３．１億円は別） 

注）用地取得費を含む。建物解体費は含まない。 
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項 目 主な内容 

６ 財務状況と経営方針 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 持続可能な経営を行っていくために、将来を見据えた財政計 

画を立てる。 

・ 病院の経営形態については、地方公営企業法全部適用を継続 

 する。ただし、独立行政法人化についての調査研究を継続して 

行い、地方公営企業事業管理者による改革実績を見極めた上で、 

地方独立行政法人化を検討する。 

・ 人件費比率(給与費比率)(非常勤を含む。)目標値を６５％と 

し、開院３年後の目標達成を目指す。 

・ 病院建設事業コストの縮減対策を十分講ずる。 

・ 市からの政策医療に対する経営支援規模を明確にする。 

・ 収支状況の改善状況に応じて、一般会計からの繰入額を見直 

す。 

・ 現病院建物・敷地の有効活用を検討する。 

 

７ 地域貢献・政策医療 

 

・ 地域密着型の病院として、地域の活性化と文化的・経済的発 

展を通してまちづくりに貢献する。 

・ 松本広域圏唯一の公立病院として、周産期医療、小児医療、 

へき地医療、感染症医療、救急医療などの政策医療を継続的に 

担っていく。 

８ 建設用地 

 

 

 

 

 

 

 

１ 建設用地 

波田中央運動広場を建設用地とする。 

２ 選定理由 

 ⑴ 利用者の日常生活における利便性 

   波田支所、波田小中学校等の公共施設や商業施設等が集積

し、歴史的・文化的にも今日に至るまで、この地域の拠点で

ある。 

通院と合わせて周辺施設等とのワンストップ・サービスに

寄与できる。 

 ⑵ 公共交通の利便性 

   西部地区（奈川、安曇、梓川）の玄関に位置し、交通の要・

結節点でもあり、コミュニティバス路線の充実、松本電鉄上

高地線波田駅前であることから、公共交通の利便性が高い。 

 ⑶ 現病院施設の後利用 

   現在の松本市立病院から近く、新病院の診療と関連した後

利用を検討できる。 
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 ⑷ 建設の早期化 

都市機能誘導区域に位置し、立地適正化計画に合致する。

また、土地の登記名義人が波田町（現松本市）であり、市街

化区域内でもあることから、農振除外等の手続きが不要で、

建設の早期着手が見込める。 

 

９ スケジュール 

 

別添資料のとおり 

 


